
【現状及び問題点】

○ 生命保険料控除制度は、所得税額・住民税額の計算上、支払保険料の中から、一定額の所得控除が可能。

○ 遺族保障は、将来の遺族の生活費やこどもの教育費用への備えとして重要であり、また、人生100年時代を
迎え、老後生活に向けた資産形成はもとより、医療などのニーズへの自助による備えが一層重要である。

○ こうした状況下において、生命・介護医療・個人年金保険が持つ私的保障の役割はますます大きなものと
なっている。生命保険料控除の拡充は、様々な要因により経済の先行きに対する不透明感が高まる中におい
ても、将来に向けた保障や資産形成への備えを継続する一助となり、ひいては、国民の相互扶助を後押しし、
国民生活の安定及び国民経済の健全な発展に資することとなる。

◆ 生命保険料控除制度の拡充

【要望事項】
生命保険料控除制度の拡充について、扶養するこどもの有無に応じた区分を設ける等、下記の通り要望する。

一般生命保険料控除 介護医療保険料控除 個人年金保険料控除

[所得控除限度額] 所得税：12万円 ・ 地方税：7万円

所得税：4  万円
地方税：2.8万円

所得税：4  万円
地方税：2.8万円

所得税：4  万円
地方税：2.8万円

一般生命保険料控除 介護医療保険料控除 個人年金保険料控除

[所得控除限度額] 所得税：16万円 ・ 地方税：7万円

所得税：6  万円
地方税：4.2万円

所得税：5  万円
地方税：3.5万円

所得税：5  万円
地方税：3.5万円
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[所得控除限度額] 所得税：14万円 ・ 地方税：7万円

所得税：4  万円
地方税：2.8万円

所得税：5  万円
地方税：3.5万円

所得税：5  万円
地方税：3.5万円

【現行制度】
※2012年１月以降の契約について

【要望する制度】
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